
企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

1
企画調整
課

沖縄県ＰＤＣＡ
支援システム
構築運用業務

令和5年5
月15日

10,950,500 株式会社　国建システム
沖縄県那覇市久茂地１丁
目２番20号

第１６７条の
２第１項第２

号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ、２社から応募があった。それぞれの企画提
案内容等を選定委員会において審査したとこ
ろ、左の社の提案は総合的に優れていること
から特に評価が高く、総合得点も最も高かった
ため、契約の相手方として選定した。

2
企画調整
課

令和５年度
「おきなわＳＤＧ
ｓプラットフォー
ム運営業務」

令和5年4
月3日

33,138,000

令和５年度おきなわ
SDGsプラットフォーム運
営業務に係る委託業務
共同事業体
①株式会社エマエンター
プライズ
②株式会社沖縄TLO
③アビームコンサルティ
ング株式会社

①沖縄県那覇市字安里
205番地の1
②沖縄県中頭郡西原町
字千原１番地　琉球大学
産学官連携推進機構内
③東京都千代田区丸の
内一丁目４番地１号

第１６７条の
２第１項第２

号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ計１社から応募があった。
　選定委員会において企画提案内容を様々な
観点から検討した結果、各委員の合議により
適当であると判断し、契約の相手方として選定
した。

3
企画調整
課

令和５年度「沖
縄県ＥＶカー
シェアリング導
入実証事業」車
両賃貸借契約

令和5年4
月1日

1,833,031
株式会社りゅうにちホー
ルディングス

沖縄県浦添市港川２丁目
１番１号

第１６７条の
２第１項第２

号

本業務は、「沖縄県ＥＶカーシェアリング導入実
証事業」の実施に必要なＥＶ自動車のリースに
伴う契約である。令和４年度契約に引き続き、
現在構築されている車両のシステム管理、継
続した車両の確保等、一体的な運用を可能と
するため、同社を契約の相手方とした。

特命随意
契約

4
企画調整
課

令和５年度「沖
縄県ＥＶカー
シェアリング導
入実証事業」

令和5年4
月1日

496,584
株式会社りゅうにちホー
ルディングス

沖縄県浦添市港川２丁目
１番１号

第１６７条の
２第１項第２

号

本業務は、県内におけるＥＶカーシェアンリング
の普及促進に向けた実証事業であり、令和３
年度からの継続事業である。車両の利用デー
タ収集、課題や対応策の検討を目的としてお
り、前年度までに得られたデータと比較可能な
データ収集や継続した分析が必要となる。これ
らの取組を事業の継続性を担保しつつ、効果
的に推進するため、前年度と同一の社を契約
の相手方とした。なお、令和３年度の業者選定
にあたっては、公募型プロポーザル方式を採
用した。

特命随意
契約
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

5
交通政策
課

令和５年度 沖
縄交通事業者
安全・安心確保
支援事業に係
るWinActor導
入及び運用支
援業務

令和5年4
月3日

2,890,800
株式会社エヌ・ティ・ティ・
データ九州

福岡県福岡市博多区博
多駅前1-17-21

第167条の２
第１項第２号

　本業務は、燃油高騰等により経営状況が厳
しい交通事業者に対して補助金を交付する手
続きの運用支援を行うものである。
　今回、補助金を交付する交通事業者は、約
2,500者を予定しているため、審査手続き等に
時間を要することが想定され、これらの手続き
の円滑化を図るためには、本県の財務会計シ
ステムと連動させる必要がある。
　そのため、業務の実施にあたっては、同シス
テムの運用を妨げずに行う必要があり、求めら
れる要件として、同システムの構成および設定
等に関する専門的知識を有する者であること、
また、RPAツールであるWinActor導入後に同
システムに障害が発生した場合に、その原因
がWinActor導入に起因するものか、同システ
ム整備時からのものか、その責任の所在が不
明確にならないことが必要となる。
　上記要件を満たすのは、同システムを構築し
た事業者のみであるため、同システムを構築し
た当該事業者を選定した。

特命随意
契約

6
交通政策
課

令和５年度度
シームレスな陸
上交通体系の
構築に係る広
報活動業務

令和5年4
月10日

20,000,000

シームレスな陸上交通体
系の構築に係る広報活
動業務共同企業体
①株式会社アカネクリ
エーション
②株式会社エマエンター
プライズ

①沖縄県那覇市銘苅１丁
目19番29号
②沖縄県那覇市おもろま
ち１丁目５番26号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、１者から応募があり、選定委員会で様々
な観点から審査・採点を行い、基準点に達して
いたことから、契約の相手方として選定した。

7
交通政策
課

令和５年度自
動運転交通
サービス導入
検討調査業務
委託

令和5年4
月14日

9,889,000
株式会社 中央建設コン
サルタント

沖縄県浦添市宮城５丁目
12番11号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、２社から応募があった。それぞれの企画
提案内容等を選定委員会において審査したと
ころ、左の者の提案が総合得点において最も
高得点であり、選定ライン（配点合計の６割以
上）を満たしているため、契約の相手方として
選定した。
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

8
交通政策
課

沖縄県地域公
共交通計画（仮
称）策定業務

令和5年4
月17日

14,971,000

中央建設コンサルタント・
計量計画研究所共同企
業体
①株式会社　中央建設コ
ンサルタント
②一般財団法人　計量計
画研究所

①沖縄県浦添市宮城５丁
目12番11号
②東京都新宿区市谷本
村町２番９号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ２者から応募があった。それぞれの企画提
案内容等を選定委員会において審査したとこ
ろ、左の社の提案の評価が高く、総合得点でも
最も高得点であったため、契約の相手方として
選定した。

9
交通政策
課

沖縄鉄軌道導
入効果等検討
業務（R5)

令和5年4
月20日

22,418,000
パシフィックコンサルタン
ツ株式会社　沖縄支社

那覇市前島３丁目１番15
号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式で広く公募を行ったところ、
３者からの応募があった。それぞれの企画提
案内容等を選定委員会において審査したとこ
ろ、左の社の提案は総合得点で最も高得点で
あったため、契約の相手方として選定した。

10
交通政策
課

離島航路船員
確保・育成支援
事業委託業務
（Ｒ５）

令和5年4
月24日

5,555,327

キャリエイト・シャイニング
沖縄共同企業体
①特定非営利活動法人
キャリエイト
②株式会社シャイニング
沖縄

①②沖縄県那覇市松山
1-4-12高田産業ビル31
号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、１者から応募があり、選定委員会で様々
な観点から審査・採点を行い、基準点に達して
いたことから、契約の相手方として選定した。

11
交通政策
課

沖縄鉄軌道機
運醸成等委託
業務（R５）

令和5年4
月28日

16,000,000 沖縄広告株式会社
沖縄県那覇市天久２丁目
７番７号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式で広く公募を行ったところ、
４者からの応募があった。それぞれの企画提
案内容等を選定委員会において審査したとこ
ろ、左の社の提案は総合得点で最も高得点で
あったため、契約の相手方として選定した。

12
交通政策
課

令和５年度基
幹バスシステ
ム構築に向け
た調査検討業
務

令和5年6
月19日

29,912,300

中央建設コンサルタント・
計量計画研究所共同企
業体
①株式会社　中央建設コ
ンサルタント
②一般財団法人　計量計
画研究所

①沖縄県浦添市宮城５丁
目12番11号

②東京都新宿区市谷本
村町２番９号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式で広く公募を行ったところ、
２者からの応募があった。それぞれの企画提
案内容等を選定委員会において審査したとこ
ろ、左の社の提案は総合得点で最も高得点で
あったため、契約の相手方として選定した。
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

13
交通政策
課

令和５年度ＴＤ
Ｍ施策推進業
務

令和5年6
月26日

18,260,000

計量計画研究所・中央建
設コンサルタント共同企
業体
①一般財団法人　計量計
画研究所
②株式会社　中央建設コ
ンサルタント

①東京都新宿区市谷本
村町２番９号

②沖縄県浦添市宮城５丁
目12番11号

第167条の２
第１項第２号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、１者から応募があり、選定委員会で様々
な観点から審査・採点を行い、基準点に達して
いたことから、契約の相手方として選定した。

14
県土・跡地
利用対策
課

令和５年沖縄
県地価調査業
務

令和5年4
月3日

21,118,240
公益社団法人沖縄県不
動産鑑定士協会

那覇市久米２丁目１６番
１９号

第１６７条の
２第１項第２

号

地価調査業務において、都道府県知事は、法
令で基準地について不動産鑑定士の鑑定評
価を求めることとされている。　限られた期間
内に県全域にわたる多数の基準地の鑑定評
価を行うには、組織体制が十分でなければな
らないことから、不動産鑑定士を包括している
県内唯一の団体である本協会を委託先として
選定した。

特命随意
契約

15
県土・跡地
利用対策
課

令和５年度特
定駐留軍用地
等内（普天間飛
行場）土地取得
業務委託

令和5年5
月30日

29,832,000 沖縄県土地開発公社
那覇市久米２丁目１６番
１９号

第１６７条の
２第１項第２

号

　沖縄県土地開発公社は、公共用地、公有地
等の取得、管理、処分等を行うことにより、地
域の秩序ある整備と県民福祉の増進に寄与す
ることを目的として設立された法人であり、県
道等の用地取得業務受託により公共事業用地
取得など多くの業務を遂行してきた。
　本件業務に必要となる専門的な知識及び豊
富な実績を有する唯一の法人であり、契約の
相手方として選定した。

特命随意
契約

16
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（大学等
共同研究推進）
委託業務

令和5年4
月21日

18,000,000

沖縄県の発注に係る沖
縄イノベーション・エコシ
ステム共同研究推進事
業受託共同企業体
①（株）Grancell
②（大）琉球大学

①沖縄県西原町上原207
番地
②沖縄県中頭郡西原町
字千原１番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　本業務は、令和４年度から令和６年度までの
３年間の継続事業であり、中間年度となる令和
５年度は、前年度得られた成果を基に研究開
発を更に展開させるため、高い専門性や技術
が必要となる。
　これらの取組を、研究活動の継続性を担保し
つつ効率的・効果的に推進するため、前年度と
同一の共同企業体を契約の相手方とした。な
お、令和４年度の業者選定にあたっては、公募
型プロポーザル方式を採用し、令和４年度末
に実施した「沖縄イノベーション・エコシステム
共同研究推進事業（大学等共同研究推進）委
託業務評価委員会」において、令和５年度も事
業継続が妥当との評価を受けた。

特命随意
契約
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

17
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（大学等
共同研究推進）
委託業務

令和5年5
月26日

8,398,500

沖縄県の発注に係る本
事業受託共同企業体
①（同）天然資源研究開
発センター
②（株）サザンナイトラボ
ラトリー
③（独）国立高等専門学
校機構沖縄工業高等専
門学校

①沖縄県うるま市州崎12
番地75
②沖縄県中頭郡北谷町
字宮城１番地１アルトゥー
レ美浜823
③沖縄県名護市辺野古
905番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　本業務は、令和４年度から令和６年度までの
３年間の継続事業であり、中間年度となる令和
５年度は、前年度得られた成果を基に研究開
発を更に展開させるため、高い専門性や技術
が必要となる。
　これらの取組を、研究活動の継続性を担保し
つつ効率的・効果的に推進するため、前年度と
同一の共同企業体を契約の相手方とした。な
お、令和４年度の業者選定にあたっては、公募
型プロポーザル方式を採用し、令和４年度末
に実施した「沖縄イノベーション・エコシステム
共同研究推進事業（大学等共同研究推進）委
託業務評価委員会」において、令和５年度も事
業継続が妥当との評価を受けた。

特命随意
契約

18
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（大学等
共同研究推進）
委託業務

令和5年4
月21日

18,000,000

SDGs×沖縄天然資源：
ウイルスや原虫に対する
創薬研究および食品・水
産業への展開事業共同
企業体
①（一社）トロピカルテクノ
プラス
②（大）琉球大学
③（大）宮崎大学
④（学）東京理科大学

①沖縄県うるま市州崎７
－７
②沖縄県中頭郡西原町
字千原１番地
③宮崎県宮崎市学園木
花台西１－１
④東京都新宿区神楽坂１
丁目３番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　本業務は、令和４年度から令和６年度までの
３年間の継続事業であり、中間年度となる令和
５年度は、前年度得られた成果を基に研究開
発を更に展開させるため、高い専門性や技術
が必要となる。
　これらの取組を、研究活動の継続性を担保し
つつ効率的・効果的に推進するため、前年度と
同一の共同企業体を契約の相手方とした。な
お、令和４年度の業者選定にあたっては、公募
型プロポーザル方式を採用し、令和４年度末
に実施した「沖縄イノベーション・エコシステム
共同研究推進事業（大学等共同研究推進）委
託業務評価委員会」において、令和５年度も事
業継続が妥当との評価を受けた。

特命随意
契約
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

19
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（大学等
共同研究推進）
委託業務

令和5年6
月27日

5,904,633

沖縄イノベーション・エコ
システム共同研究推進事
業受託共同企業体
①（株）宜野湾電設
②（大）琉球大学
③（株）リテックフロー
④（株）正興電機製作所

①沖縄県宜野湾市赤道２
丁目20番２号
②沖縄県中頭郡西原町
千原１番地
③沖縄県那覇市首里石
嶺町４丁目360番地23
④福岡県福岡市博多区
東光２丁目７番25号

第１６７条の
２第１項第２

号

　本業務は、令和４年度から令和６年度までの
３年間の継続事業であり、中間年度となる令和
５年度は、前年度得られた成果を基に研究開
発を更に展開させるため、高い専門性や技術
が必要となる。
　これらの取組を、研究活動の継続性を担保し
つつ効率的・効果的に推進するため、前年度と
同一の共同企業体を契約の相手方とした。な
お、令和４年度の業者選定にあたっては、公募
型プロポーザル方式を採用し、令和４年度末
に実施した「沖縄イノベーション・エコシステム
共同研究推進事業（大学等共同研究推進）委
託業務評価委員会」において、令和５年度も事
業継続が妥当との評価を受けた。

特命随意
契約

20
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（大学等
共同研究推進）
委託業務

令和5年4
月21日

7,000,000

沖縄県の発注に係る沖
縄イノベーション・エコシ
ステム共同研究推進事
業受託共同企業体
①（株）沖縄TLO
②（大）琉球大学
③（株）バイオジェット
④I-PEX（株）

①沖縄県中頭郡西原町
字千原１番地
②沖縄県中頭郡西原町
字千原１番地
③沖縄県うるま市塩屋
315
④京都府京都市伏見区
桃山町根来12番地４

第１６７条の
２第１項第２

号

　本業務は、令和４年度から令和６年度までの
３年間の継続事業であり、中間年度となる令和
５年度は、前年度得られた成果を基に研究開
発を更に展開させるため、高い専門性や技術
が必要となる。
　これらの取組を、研究活動の継続性を担保し
つつ効率的・効果的に推進するため、前年度と
同一の共同企業体を契約の相手方とした。な
お、令和４年度の業者選定にあたっては、公募
型プロポーザル方式を採用し、令和４年度末
に実施した「沖縄イノベーション・エコシステム
共同研究推進事業（大学等共同研究推進）委
託業務評価委員会」において、令和５年度も事
業継続が妥当との評価を受けた。

特命随意
契約

21
科学技術
振興課

沖縄イノベー
ション・エコシス
テム共同研究
推進事業　（出
口志向型研究
支援業務）委託
業務

令和5年4
月3日

89,000,000
公益財団法人沖縄科学
技術振興センター

沖縄県うるま市字州崎12
－２

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和８年度までを事業期間
（最長５年間）としてプロポーザル方式による公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）委
託業務　企画選定委員会」を経て、契約の相
手方として選定した。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）委託業務評価委員会」にお
いて、事業継続が妥当との評価を受けた。

特命随意
契約
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

22
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その１）

令和5年5
月17日

5,000,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）採
択審査委員会」を経て、委託候補先と決定した
２０件の内の１件。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約

23
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その２）

令和5年5
月11日

4,400,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）採
択審査委員会」を経て、委託候補先と決定した
２０件の内の１件。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約

24
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その３）

令和5年5
月1日

5,000,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）採
択審査委員会」を経て、委託候補先と決定した
２０件の内の１件。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

25
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その４）

令和5年5
月12日

4,400,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）採
択審査委員会」を経て、委託候補先と決定した
２０件の内の１件。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約

26
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その５）

令和5年5
月1日

5,000,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）採
択審査委員会」を経て、委託候補先と決定した
２０件の内の１件。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約

27
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その６）

令和5年5
月18日

4,400,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）採
択審査委員会」を経て、委託候補先と決定した
２０件の内の１件。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

28
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その７）

令和5年5
月12日

4,400,000
学校法人沖縄科学技術
大学院大学学園

沖縄県国頭郡恩納村字
谷茶1919番地１

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までの事業期間
（最長３年間）としたプロポーザル方式による公
募により、「沖縄イノベーション・エコシステム共
同研究推進事業（出口志向型研究支援業務）
採択審査委員会」を経て２０件を委託候補先を
決定した。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約

29
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その８）

令和5年5
月17日

5,000,000
学校法人沖縄科学技術
大学院大学学園

沖縄県国頭郡恩納村字
谷茶1919番地１

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までの事業期間
（最長３年間）としたプロポーザル方式による公
募により、「沖縄イノベーション・エコシステム共
同研究推進事業（出口志向型研究支援業務）
採択審査委員会」を経て２０件を委託候補先を
決定した。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約

30
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その９）

令和5年5
月1日

5,000,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）採
択審査委員会」を経て、委託候補先と決定した
２０件の内の１件。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

31
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その１０）

令和5年5
月11日

4,400,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）採
択審査委員会」を経て、委託候補先と決定した
２０件の内の１件。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約

32
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その１１）

令和5年5
月17日

5,000,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）採
択審査委員会」を経て、委託候補先と決定した
２０件の内の１件。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約

33
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その１２）

令和5年5
月12日

4,400,000
学校法人沖縄科学技術
大学院大学学園

沖縄県国頭郡恩納村字
谷茶1919番地１

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）採
択審査委員会」を経て、委託候補先と決定した
２０件の内の１件。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

34
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その１３）

令和5年5
月12日

4,400,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）採
択審査委員会」を経て、委託候補先と決定した
２０件の内の１件。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約

35
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その１４）

令和5年5
月12日

4,400,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）採
択審査委員会」を経て、委託候補先と決定した
２０件の内の１件。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約

36
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その１５）

令和5年6
月27日

4,400,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）採
択審査委員会」を経て、委託候補先と決定した
２０件の内の１件。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

37
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その１６）

令和5年5
月15日

4,400,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）採
択審査委員会」を経て、委託候補先と決定した
２０件の内の１件。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約

38
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その１７）

令和5年5
月1日

4,200,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）採
択審査委員会」を経て、委託候補先と決定した
２０件の内の１件。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約

39
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その１８）

令和5年5
月12日

4,400,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）採
択審査委員会」を経て、委託候補先と決定した
２０件の内の１件。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

40
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その１９）

令和5年5
月1日

4,400,000
独立行政法人
国立高等専門学校機構
沖縄工業高等専門学校

沖縄県名護市字辺野古
905番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）採
択審査委員会」を経て、委託候補先と決定した
２０件の内の１件。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約

41
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（共同研
究）委託業務
（その２０）

令和5年5
月11日

4,400,000 国立大学法人琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式により公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（出口志向型研究支援業務）採
択審査委員会」を経て、委託候補先と決定した
２０件の内の１件。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（出口志向
型研究支援業務）継続評価委員会」において
も、令和５年度も事業継続が妥当との評価を
受けた。

特命随意
契約

42
科学技術
振興課

沖縄ライフサイ
エンス研究セン
ター入居者支
援等業務委託

令和5年5
月26日

5,005,000
公益財団法人沖縄科学
技術振興センター

沖縄県うるま市字州崎
12-2

第１６７条の
２第１項第２

号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ２社から応募があった。
　企画提案内容を選定委員会において審査し
たところ、左の社の提案は事業実施の方法・内
容・体制等において優れており、選定ライン（６
割以上）の点数を獲得していることから、契約
の相手方として選定した。
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

43
科学技術
振興課

令和５年度子
ども科学技術
人材育成事業
委託業務

令和5年5
月29日

41,883,000
（一財）沖縄県公衆衛生
協会

沖縄県南城市大里字大
里2013

第１６７条の
２第１項第２

号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ計２社から応募があった。
　企画提案内容を選定委員会において審査し
たところ、左の社の提案は企画内容や事業の
遂行能力・進捗管理体制において優れており、
選定ライン（６割以上）の点数を獲得しているこ
とから、契約の相手方として選定した。

44
科学技術
振興課

令和５年度高
度研究人材等
活用促進事業
委託業務

令和5年6
月7日

12,753,000 （株）沖縄TLO
沖縄県中頭郡西原町字
千原１番地琉球大学産学
官連携推進機構棟内

第１６７条の
２第１項第２

号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ計２社から応募があった。
　企画提案内容を選定委員会において審査し
たところ、左の社の提案は企画内容や事業の
遂行能力・進捗管理体制において優れており、
選定ライン（６割以上）の点数を獲得しているこ
とから、契約の相手方として選定した。

45
科学技術
振興課

沖縄イノベー
ション・エコシス
テム共同研究
推進事業（先端
医療）委託業務

令和5年4
月27日

33,000,000

沖縄県の疾患ゲノム研究
実装化　共同研究体
①一般社団法人トロピカ
ルテクノプラス
②国立大学法人　琉球大
学
③国立研究開発法人理
化学研究所
④株式会社ハビタスケア

①沖縄県うるま市州崎7-
7
②沖縄県中頭郡西原町
字千原１番地
③埼玉県和光市広沢2-1
④東京都港区大門1-1-
21
成和大門ビル６階

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式による公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（先端医療）委託業務　企画選
定委員会」を経て、契約の相手方として選定し
た。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（先端医
療）委託業務評価委員会」において、事業継続
が妥当との評価を受けた。

特命随意
契約
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

46
科学技術
振興課

沖縄イノベー
ション・エコシス
テム共同研究
推進事業（先端
医療）委託業務

令和5年5
月15日

33,000,000

沖縄スポーツ再生医療推
進共同研究体
①一般社団法人トロピカ
ルテクノプラス
②国立大学法人　琉球大
学
③株式会社Grancell

①沖縄県うるま市州崎7-
7
②沖縄県中頭郡西原町
字千原１番地
③沖縄県中頭郡西原町
字上原207番地　琉球大
学医学部　再生医療研究
センター１F

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式による公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（先端医療）委託業務　企画選
定委員会」を経て、契約の相手方として選定し
た。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（先端医
療）委託業務評価委員会」において、事業継続
が妥当との評価を受けた。

特命随意
契約

47
科学技術
振興課

令和５年度ヒト
介入試験プラッ
トフォーム構築
事業委託業務

令和5年4
月3日

27,500,000

ヒト介入試験プラット
フォーム構築事業共同企
業体
①公益財団法人沖縄科
学技術振興センター
②公立大学法人名桜大
学
③一般社団法人
DreamMaestro
④独立行政法人国立高
等専門学校機構沖縄工
業高等専門学校

①沖縄県うるま市字州崎
12-2
②沖縄県名護市為又
1220-1
③沖縄県名護市大西1-
3-1-2F
④沖縄県名護市字辺野
古905

第１６７条の
２第１項第２

号

令和４年度から令和６年度までを事業期間（最
長３年間）としてプロポーザル方式による公募
し、「ヒト介入試験プラットフォーム構築事業委
託業務　企画選定委員会」を経て、契約の相
手方として選定した。
　令和４年度末に実施した「ヒト介入試験プラッ
トフォーム構築事業委託業務　評価委員会」に
おいて、事業継続が妥当との評価を受けた。

特命随意
契約

48
科学技術
振興課

令和５年度大
学発ベンチャー
創出志向型研
究支援事業委
託業務

令和5年6
月19日

14,777,000
公益財団法人沖縄科学
技術振興センター

沖縄県うるま市州崎12番
地2

第１６７条の
２第１項第２

号

プロポーザル方式により広く公募を行ったとこ
ろ２者から応募があった。それぞれの企画提
案内容等を選定委員会において審査したとこ
ろ、左の社の提案が総合得点で最も高得点で
あったため、契約の相手方として選定した。
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

49
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（感染症
分野）委託業務
（タンパク質可
溶化促進分子
が粒子形成へ
及ぼす影響評
価と感染症ワク
チンへの技術
応用）

令和5年6
月1日

34,700,000

感染症ワクチン開発共同
研究体
①一般財団法人南西地
域産業活性化センター
②国立大学法人琉球大
学
③共立製薬株式会社
④株式会社ジェクタス・イ
ノベーターズ

①沖縄県那覇市久茂地３
-15-９　アルテビルディン
グ那覇２階
②沖縄県中頭郡西原町
字千原１番地
③東京都千代田区九段
南１丁目５番10号
④那覇市壷屋１丁目29番
15号

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式による公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（感染症分野）委託業務　企画
選定委員会」を経て、契約の相手方として選定
した。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（感染症分
野）委託業務評価委員会」において、事業継続
が妥当との評価を受けた。

特命随意
契約

50
科学技術
振興課

令和５年度沖
縄イノベーショ
ン・エコシステ
ム共同研究推
進事業（感染症
分野）委託業務
（沖縄産エリ蚕
サナギを用い
たアフリカ豚熱
経口免疫ワク
チンおよび抗
原検査キットの
実用化プロジェ
クト）

令和5年6
月1日

34,700,000

沖縄イノベーション・エコ
システム共同研究推進事
業（感染症分野）受託共
同企業体
①株式会社沖縄UKAMI
養蚕
②国立大学法人琉球大
学
③アドテック株式会社
④国立大学法人九州大
学
⑤国立大学法人鹿児島
大学
⑥国立大学法人山口大
学

①沖縄県国頭郡今帰仁
村字平敷267番地１・D号
室
②沖縄県中頭郡西原町
字千原１番地
③大分県宇佐市上田
1770-1
④福岡県福岡市西区元
岡744
⑤鹿児島県鹿児島市郡
元１丁目21番24号
⑥山口県山口市吉田
1677番地１

第１６７条の
２第１項第２

号

　令和４年度から令和６年度までを事業期間
（最長３年間）としてプロポーザル方式による公
募し、「沖縄イノベーション・エコシステム共同
研究推進事業（感染症分野）委託業務　企画
選定委員会」を経て、契約の相手方として選定
した。
　令和４年度末に実施した「沖縄イノベーショ
ン・エコシステム共同研究推進事業（感染症分
野）委託業務評価委員会」において、事業継続
が妥当との評価を受けた。

特命随意
契約

51
科学技術
振興課

大学発ＳＤＧｓ
社会課題解決
型科学技術プ
ロジェクト創出
支援事業コー
ディネート委託
業務（Ｒ５）

令和5年6
月30日

16,715,710 国立大学法人　琉球大学
沖縄県中頭郡西原町字
千原1番地

第１６７条の
２第１項第２

号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ計１社から応募があった。
　企画提案内容を選定委員会において審査し
たところ、左の法人の提案は企画内容や事業
の遂行能力・進捗管理体制において優れてお
り、選定ライン（６割以上）の点数を獲得してい
ることから、契約の相手方として選定した。
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

52
デジタル社
会推進課

令和５年度ＤＸ
アドバイザチー
ム等運営業務
委託契約

令和5年4
月3日

32,818,000
一般財団法人沖縄ITイノ
ベーション戦略センター

沖縄県那覇市銘苅2丁目
3番6号（那覇市IT 創造館
4階）

第１６７条の
２第１項第２

号

プロポーザル方式により公募を行ったところ１
者からの応募があった。同者の企画提案内容
等を選定委員会において審査したところ、要求
仕様を満たすとともに、業務実施方法や体制
などが優れていたことから、契約の相手方とし
て選定した。

53
デジタル社
会推進課

令和５年度沖
縄県市町村ＤＸ
支援業務

令和5年4
月10日

50,838,000
一般財団法人沖縄ITイノ
ベーション戦略センター

沖縄県那覇市銘苅2丁目
3番6号（那覇市IT 創造館
4階）

第１６７条の
２第１項第２

号

プロポーザル方式により公募を行ったところ２
者から応募があった。それぞれの企画提案内
容等を選定委員会において審査したところ、左
の者の提案は小規模自治体への伴走支援を
実施する体制面等において評価が高く、総合
得点でも最も高得点であったため、契約の相
手方として選定した。

54
デジタル社
会推進課

令和５年度
「ノーコード・Ｅ
ＡＩツールによる
業務改善試行
環境」の提供及
び導入効果の
検証業務

令和5年6
月30日

14,521,452

ミライ・システックコンソー
シアム
①琉球ミライ株式会社
②株式会社システック沖
縄

①沖縄県沖縄市中央一
丁目７番８号
②沖縄県那覇市泊三丁
目15番５号

第１６７条の
２第１項第２

号

プロポーザル方式により公募を行ったところ２
者から応募があった。それぞれの企画提案内
容等を選定委員会において審査したところ、左
の者の提案は庁内各課の業務改善に向けた
ＤＸ　ツール導入・活用支援等に優れているこ
とから特に評価が高く、総合得点でも最も高得
点であったため、契約の相手方として選定し
た。

55
情報基盤
整備課

沖縄県が提供
を受ける電気
通信役務（沖縄
県情報セキュリ
ティクラウド用
ネットワーク回
線　インター
ネット接続部
分）

令和5年4
月1日

5,517,600
株式会社　インターネット
イニシアティブ

東京都千代田区富士見
二丁目１０番２号

第１６７条第
１項第２号

当該サービスを使用するための本回線は契約
予定事業者により平成２８年度に設計・構築さ
れ、平成２９年度より運用がされているもので
ある。沖縄ＳＣの運用においては回線利用が
できない状況になると、全市町村のインター
ネット利用が不可能となるため、回線を継続し
て使用する必要があり、また障害等が発生し
た場合には当該事業者により迅速に対応等を
行う必要があることから、当該事業者と随意契
約を締結することとした。

特命随意
契約
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

56
情報基盤
整備課

沖縄県が提供
を受ける電気
通信役務（沖縄
県情報セキュリ
ティクラウド用
ネットワーク回
線　自治体間
ネットワーク部
分）

令和5年4
月1日

10,347,216
NTTビジネスソリューショ
ンズ株式会社

沖縄県那覇市楚辺一丁
目１４番１６号

第１６７条第
１項第２号

当該サービスを使用するための本回線は契約
予定事業者により平成２８年度に設計・構築さ
れ、平成２９年度より運用がされているもので
ある。沖縄ＳＣの運用においては回線利用が
できない状況になると、全市町村のインター
ネット利用が不可能となるため、回線を継続し
て使用する必要があり、また障害等が発生し
た場合には当該事業者により迅速に対応等を
行う必要があることから、当該事業者と随意契
約を締結することとした。

特命随意
契約

57
情報基盤
整備課

全庁共通ネット
ワークシステム
用端末機等及
びアプリケー
ションソフト賃
貸借

令和5年6
月30日

11,627,000 株式会社　オーシーシー
沖縄県浦添市沢岻二丁
目17番１号

第１６７条の
２第１項第６

号

当該端末等及びアプリケーションソフトの賃貸
借は、平成３０年度に株式会社オーシーシーに
よって導入された機器であり、現に契約を履行
中の者に履行させることにより履行期間の短
縮及び経費の削減を実現できるものである。
よって、地方自治法施行令第１６７条の２第１
項第６号に規定する「競争入札に付すことが不
利と認められるとき」に該当するため、当該シ
ステムの設計・構築事業者である株式会社
オーシーシーを相手方とした。

特命随意
契約

58
情報基盤
整備課

一括導入パソ
コン等管理シス
テム（ＡＤ／ＳＣ
ＣＭ）賃貸借

令和5年6
月30日

1,980,000
FLCS株式会社　九州支
店

福岡市博多区東比恵三
丁目１番２号

第１６７条の
２第１項第２

号

当該システムは、平成３０年度にＦＬＣＳ株式会
社　九州支店によって設計・構築されたシステ
ムであるため、構築内容等の情報を知り得な
い設計・構築事業者以外の者がシステム保守
延長にかかる業務を行うことは困難であり、ま
た、構築事業者以外の者がシステム保守延長
を行う場合、障害発生時等において、設計・構
築事業者とシステム保守延長の受託事業者間
で責任の所在が不明瞭となり、システム運用
に著しい支障が生じる恐れがあるため。

特命随意
契約

59
情報基盤
整備課

沖縄県電子申
請ＡＳＰサービ
ス利用契約

令和5年4
月1日

6,435,000
株式会社　エヌ・ティ・
ティ・データ関西

大阪府大阪市北区堂島
三丁目１番２１号

第１６７条の
２第１項第６

号

　現行契約の相手先である株式会社エヌ・
ティ・ティ・データ関西に履行させることにより、
データ移行等に伴う初期設定にかかる履行期
間の短縮、経費の削減が図られることから当
該事業者を契約の相手方とした。 特命随意

契約
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

60
地域・離島
課

令和５年度沖
縄県移住定住
促進事業委託
業務

令和5年4
月1日

15,953,150
一般社団法人プロモー
ションうるま

沖縄県うるま市字田場
1304-1 1F

第１６７条の
２第１項第２

号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、応募は当該事業者のみであった。企画提
案内容等を選定委員会において審査し、業務
実施体制、業務行程等を総合的に評価し、選
定した。

61
地域・離島
課

令和５年度沖
縄県移住情報
発信事業委託
業務

令和5年4
月1日

15,805,774 バッカム株式会社
沖縄県浦添市牧港3-22-
5

第１６７条の
２第１項第２

号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、応募は当該事業者のみであった。企画提
案内容等を選定委員会において審査し、業務
実施体制、業務行程等を総合的に評価し、選
定した。

62
地域・離島
課

令和５年度ふ
るさとワーキン
グホリデー委
託事業業務

令和5年4
月1日

12,650,000

株式会社カルティベイト・
株式会社琉球新報開発
共同体
①株式会社カルティベイ
ト
②株式会社琉球新報開
発

①那覇市天久１ー21ー10
②那覇市港町２ー16ー１

第１６７条の
２第１項第２

号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、応募は当該事業者のみであった。企画提
案内容等を選定委員会において審査し、業務
実施体制、業務行程等を総合的に評価し、選
定した。

63
地域・離島
課

令和５年度離
島ブランディン
グ（島まーる推
進）事業業務委
託

令和5年4
月14日

37,729,000

パム・コークリエーショ
ン、ジャンボツアーズ共
同企業体
①(株)パム・コークリエー
ション
➁(株)ジャンボツアーズ

①那覇市久茂地2-3-10
RBCメディアセンタービル
６F
➁那覇市久茂地2-15-10
久茂地BKビル

第１６７条の
２第１項第２

号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、応募は当該事業者のみであった。企画提
案内容等を企画提案審査会において審査し、
業務実施体制、業務行程、事業終了後の展望
等を総合的に評価し、選定した。
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

64
地域・離島
課

令和５年度沖
縄離島体験・デ
ジタル交流促
進事業業務委
託

令和5年4
月10日

176,407,000

株式会社カルティベイト・
株式会社りゅうせきフロン
トライン共同企業体

①株式会社カルティベイ
ト

②株式会社りゅうせきフ
ロントライン

①沖縄県那覇市天久1-
21-10

②沖縄県浦添市勢理客
4-20-1

第１６７条の
２第１項第２

号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ応募は当該事業者のみであった。企画提
案内容等を企画提案選定委員会において審
査し、業務実施体制、業務行程等を総合的に
評価し、選定した。

65
地域・離島
課

令和５年度おき
なわ地域活性
化施策活用促
進事業

令和5年4
月17日

5,595,040
一般社団法人プロモー
ションうるま

沖縄県うるま市字田場
1304-1 1F

第１６７条の
２第１項第２

号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、応募は当該事業者のみであった。企画提
案内容等を選定委員会において審査し、業務
実施体制、業務行程等を総合的に評価し、選
定した。

66
地域・離島
課

令和５年度離
島デジタル広
報・販売スキル
向上事業業務
委託

令和5年4
月25日

49,551,102

離島デジタル広報・販売
スキル向上事業共同企
業体
①(株)みらいおきなわ
②(同)イーストタイムズ

①那覇市久茂地３丁目10
番１号
②東京都渋谷区恵比寿
西１丁目33番６号

第１６７条の
２第１項第２

号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ３社から応募があった。それぞれの企画提
案内容等を選定委員会において審査したとこ
ろ、左の共同企業体の提案は市町村との連携
及び人材育成の面で優れていることから特に
評価が高く、総合得点でも最も高得点であった
ため、契約の相手方として選定した。

67
地域・離島
課

令和５年度離
島特産品等
マーケティング
支援事業業務
委託

令和5年5
月8日

20,159,000

株式会社たしざん・株式
会社アストラカン共同企
業体

①株式会社たしざん

②株式会社アストラカン

①東京都世田谷区大原
1-34-18-301号

②大阪府大阪市西区江
戸堀1-26-20

第１６７条の
２第１項第２

号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ、応募は当該事業者のみであった。企画提
案内容等を選定委員会において審査し、業務
実施体制、業務行程等を総合的に評価し、選
定した。

68
地域・離島
課

令和５年度沖
縄しまっちんぐ
推進事業委託
業務

令和5年5
月19日

20,612,350
一般社団法人プロモー
ションうるま

沖縄県うるま市字田場
1304-1 1F

第１６７条の
２第１項第２

号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ応募は当該事業者のみであった。企画提
案内容等を企画提案審査会において審査し、
選定基準を満たしていたことから、契約の相手
方として選定した。
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企画部　における随意契約の実績　　（令和５年度１／四半期分）
単位：円

No. 担当課 契約の名称 契約日 契約金額 契約の相手方の名称 契約の相手方の住所
地方自治法
施行令（根

拠）
契約の相手方の選定理由 その他

69
地域・離島
課

令和５年度離
島・過疎コミュ
ニティビジネス
支援事業事業

令和5年5
月22日

13,000,000
ランドブレイン株式会社
沖縄事務所

那覇市那覇市松尾１丁目
19番27号

第１６７条の
２第１項第２

号

　プロポーザル方式により広く公募を行ったと
ころ２つの事業者から応募があった。企画提案
内容等を企画提案審査会において審査し、業
務実施体制、業務行程、事業終了後の展望等
を総合的に評価し、選定した。

70 市町村課

貸付金償還管
理システム保
守サポート委
託契約

令和5年4
月3日

123,200 株式会社オーシーシー
沖縄県浦添市沢岻２丁目
１７番１号

第１６７条の
２第１項第２

号

本事業は、平成２３年度に改修した貸付金償
還管理システムの保守管理等に関する事業で
ある。異常が発生し、問い合わせや補修等の
際の迅速な対応を確保する必要があることか
ら、その性質が競争入札に適さないものとし
て、システムを改修した株式会社オーシーシー
に保守管理を依頼している。

特命随意
契約

71 市町村課

令和５年度市
町村分普通交
付税等算定事
務の電算処理
委託

令和5年4
月6日

2,078,449
地方公共団体情報システ
ム機構

東京都千代田区一番町２
５番地

第１６７条の
２第１項第２

号

「令和５年度市町村分普通交付税等算定事務
電子計算機処理実施要綱について」（令和５年
４月６日付け総財交第３２号総務省自治財政
局交付税課長通知）に基づき、地方公共団体
情報システム機構に委託するものである。

特命随意
契約

72 市町村課

沖縄県住民基
本台帳ネット
ワークシステム
のネットワーク
機器構築設定
作業の委託

令和5年5
月9日

25,781,800
日本電気株式会社沖縄
支店

沖縄県那覇市久茂地２丁
目２番２号

第１６７条の
２第１項第２

号

県ではネットワークの構築及び運用管理を同
社に委託しており、同社に端末構築業務を履
行させなければ、円滑な運用に著しい支障を
生じ、又は障害発生時に責任の所在が不明確
となる恐れがあるため

特命随意
契約
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